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(１）連結経営指標等 

（注）１．消費税等の会計処理については、税抜方式によっております。 

   ２．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、第17期については潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため、第18期については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

   ３．株価収益率については、第17期においては当期純損失であるため、記載しておりません。 

   ４．第18期は連結貸借対照表を作成しておりませんので、連結貸借対照表に関する指標は記載しておりません。 

   ５．第19期以降につきましては、連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円)  1,287,691  1,247,091  ─  ─  ─

経常利益又は経常損失（△） (千円)  △563,607  42,509  ─  ─  ─

当期純利益又は当期純損失（△） (千円)  △1,009,485  175,330  ─  ─  ─

純資産額 (千円)  371,586  ─  ─  ─  ─

総資産額 (千円)  1,395,313  ─  ─  ─  ─

１株当たり純資産額 （円）  9,953.02  ─  ─  ─  ─

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△） 
（円）  △27,039.30  4,696.26  ─  ─  ─

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
（円）  ―  ─  ─  ─  ─

自己資本比率 （％）  26.6  ─  ─  ─  ─

自己資本利益率 （％）  △271.7  ─  ─  ─  ─

株価収益率 （倍）  ―  1.45  ─  ─  ─

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  △321,637  79,039  ―  ─  ─

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  △415,302  34,284  ―  ─  ─

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  507,000  △513,761  ―  ─  ─

現金及び現金同等物の期末残高 (千円)  767,433  366,996  ―  ─  ─

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
（人） 

 

 

79

(11)

 

 

39

(1)

 

 

―

（─）

 

 

─

（─）

 

 

─

（─）
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(２）提出会社の経営指標等 

（注）１．消費税等の会計処理については、税抜方式によっております。 

   ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第17期については潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため、第18期より第21期については潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

   ３．株価収益率については、第17期、第21期については、当期純損失のため記載しておりません。 

   ４．持分法を適用した場合の投資利益については、第17期より第18期までは連結であるため、第19期より第21期

までは関連会社がないため記載しておりません。 

   ５．第17期、第18期については連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の期末残高は記載しておりません。  

   ６．第19期の資本金の減少は、欠損填補のためのその他資本剰余金への振替によるものです。  

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円)  1,269,315  1,247,091  1,223,227  1,131,764  926,871

経常利益又は経常損失（△） (千円)  △94,239  51,161  40,579  49,963  △55,314

当期純利益又は当期純損失（△） (千円)  △1,174,304  279,677  34,884  23,169  △87,932

持分法を適用した場合の投資利益 (千円)  ―  ―  ―  ―  ―

資本金 (千円)  663,000  663,000  568,883  568,883  568,883

発行済株式総数 （株）  37,500  37,500  37,500  37,500  37,500

純資産額 (千円)  271,023  551,528  586,413  609,582  521,650

総資産額 (千円)  1,161,386  856,785  818,823  859,047  692,900

１株当たり純資産額 （円）  7,259.43  14,772.81  15,707.22  16,327.82  13,972.53

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
（円） 

 

 

―

(―)

  

 

―

(―)

  

 

―

(―)

  

 

―

(―)

  

 

―

(―)

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△） 
（円）  △31,454.01  7,491.23  934.40  620.60  △2,355.29

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円）  ―  ―  ―  ―  ―

自己資本比率 （％）  23.3  64.4  71.6  71.0  75.3

自己資本利益率 （％）  △433.3  68.0  6.1  3.9  △16.8

株価収益率 （倍）  ―  0.91  20.33  19.32  ―

配当性向 （％）  ―  ―  ―  ―  ―

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  ―  ―  50,360  108,390  △22,623

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  ―  ―  △89,132  △67,898  △2,397

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  ―  ―  △12,657  △9,379  △2,458

現金及び現金同等物の期末残高 (千円)  ―  ―  315,567  346,679  319,200

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
（人） 

 

 

40

(1)

 

 

39

(1)

 

 

36

(1)

 

 

41

(1)

 

 

50

(4)
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２【沿革】

年月 事項 

平成３年12月 海外ゲームの国内製造販売を目的に、東京都豊島区北大塚二丁目18番８号にマイクロワールド株式会

社を設立 

平成４年１月 株式移動により株式会社日本テレネットが70％、ユー・ビー・アイ・エス・エー社（フランス）が

30％の株主となる。 

平成５年５月 事業活動を休止 

平成６年３月 ユー・ビー・アイ・エス・エー社（フランス）からの株式譲受により株式会社日本テレネットが

100％の株主となる。 

平成６年６月 本店を東京都豊島区北大塚二丁目10番６号に移転 

平成12年９月 パチンコクラブ・ドットコム株式会社に商号変更 

平成13年３月 株式会社日本テレネットより携帯電話を使用したパチンコに関する情報提供サービス事業の営業譲渡

を受ける。 

平成13年６月 株式会社日本テレネットからの株式移動により、ＮＩＦ・Ｈファンド１号（業務執行組合員 エヌ・

アイ・エフベンチャーズ株式会社）が62.5％の大株主となる。 

平成14年８月 コムシード株式会社に商号変更 

本店を東京都台東区上野五丁目６番10号に移転 

平成15年２月 ＮＩＦ・Ｈファンド１号からの現物分配により、株式会社平和が55.7％の大株主となる。 

平成16年５月 株式会社名古屋証券取引所「セントレックス」に株式を上場 

平成16年５月 株式上場に伴い、公募増資による1,000株の株式発行及び株式会社平和が300株を売り出したことによ

り、同社の株式保有比率が43.57％となる。 

平成17年２月 本店を東京都千代田区神田小川町一丁目３番１号に移転 

平成17年４月 株式会社ホーゲットの株式を第三者割当増資を引受けることにより196株、議決権比率49.0％取得 

平成17年７月 株式会社エバーワークスを設立 株式数1,200株 、議決権比率60.0％取得 

平成17年７月 本店を東京都千代田区神田小川町一丁目３番１号に移転登記 

平成17年10月 Ｅコマースサイト「マイニーズ」をＧＭＯメディアより事業譲受 

平成18年２月 株式会社ケイ・アイ・プランニングの株式を筆頭株主より譲り受けることにより40株、議決権比率

20.0％を取得  

平成18年９月 株式会社ケイ・アイ・プランニングの保有株式の一部株式（11株、議決権比率5.5％）を株式会社三

田商事へ譲渡 

平成18年11月 「パチンコ倶楽部」「パチメロＥＸ」「パチメロ大集合」の企画から製作、配信までを当社が一元的

に運営管理するため、ＮＥＣビッグローブ株式会社からＩＰ移管開始 

平成18年11月 パチスロ情報サービス「HAZUSE」を運営する有限会社アッシュと業務提携契約を締結し、パチスロお

よびパチンコファン専用のオンラインコミュニティサービスを共同で構築することで合意 

平成18年１月 株式会社サイカンによる当社普通株式の公開買付けにより、同社が当社の普通株式13,072株を取得

し、当社の主要株主及び筆頭株主となる。また、同社に対して7,500株の第三者割当増資を実施し、

当社の発行済み株式数は37,500株、その資本金は663,000千円となり、同社は当社の株式20,572株

（議決権比率55.10%）を保有 

平成19年４月 Ｅコマースサイト「マイニーズ」を株式会社ウェブ・ポートに事業譲渡 

平成19年５月  株式会社エバーワークスの全株式（株式数1,200株、議決権比率60.0％）を株式会社ゼロンへ譲渡 

平成19年５月  株式会社ホーゲットの全株式（株式数196株、議決権比率49.0％）を河合正人氏及び鈴木啓之氏へ譲

渡 

平成19年６月  株式会社ケイ・アイ・プランニングの保有株式の全株式（29株、議決権比率14.5％）を同社創業者へ

譲渡  

平成19年７月 株式会社サイカンゲームズを設立 株式数8,000株 、議決権比率100.0％取得 

平成19年８月 株式会社セカンドファクトリーを設立 株式数3,000株 、議決権比率100.0％取得 

平成19年10月 株式会社サイカンゲームズがCykan Games Korea Co., Ltd.を設立 資本金5,000万ウォン、議決権比

率100.0％取得 

平成19年12月 Cykan Games Korea Co., Ltd.が韓国のCykan Entertainment Co., Ltd.よりオンラインゲーム開発 

事業の一部を事業譲受 
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年月 事項 

平成20年３月 株式会社サイカンゲームズ、株式会社セカンドファクトリー及びCykan Games Korea Co., Ltd.の事

業活動を休止 

平成20年４月 株式会社サイカンゲームズは、平成20年３月に休止したオンラインゲーム「PaperMan」に関する事業

のうち、韓国内における版権及び当該配信事業を除いた版権・営業権等を含む全ての事業をCykan 

Games Korea Co., Ltd.より譲り受け、その後、当社及び株式会社サイカンゲームズは同事業を株式

会社ゲームポットに譲渡 

平成21年３月 株式会社サイカンゲームズ、株式会社セカンドファクトリー、Cykan Games Korea Co.,Ltd.の連結子

会社３社を清算結了 

平成21年６月 財務内容の健全化を図るため資本減少を行い、資本金は568,883千円となる。 

平成21年７月 パチンコホール向けのヒューマンリソース事業を行う株式会社パック・エックスと業務提携契約を締

結し、新たなサービスの提供を推進することで合意 

平成23年３月 本店を東京都千代田区神田駿河台三丁目２番地に移転 

平成23年11月 株式会社ワークジャムよりソーシャルゲーム事業を事業譲受 

平成23年11月 韓国のTokTokPlus co., Ltd.とＰＣ用オンラインゲーム「ダークエデン」の共同運営事業を開始 

平成23年12月 グリー株式会社とパチンコ・パチスロファン向けのソーシャルゲーム協業に関する契約を締結 
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当社は、親会社（Cykan Holdings Co.,Ltd.（韓国）、株式会社サイカン）及び当社（コムシード株式会社）で構

成されており、携帯電話及びスマートフォン並びにパソコンのインターネットを通じてユーザーやパチンコ・パチ

スロホールに対し、コンテンツの提供や情報の配信を行うモバイル事業が主力事業となっております。 

〔親会社〕  

なお、上記のほか、当社の関連当事者にTokTokPlus Co., Ltd.があり、当社とＰＣ用オンラインゲーム「ダーク

エデン」を共同運営しております。 

また、当事業年度より報告セグメントの区分を変更をしております。変更の内容については、「第一部「企業情

報」第５「経理の状況」１「財務諸表等」注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。 

当社の事業内容は以下のとおりであります。  

 
 （注）→取引の流れ 

３【事業の内容】

会社名 地域 主な事業内容 

Cykan Holdings Co.,Ltd. 韓国  不動産開発、投資事業 

株式会社サイカン 国内 投資事業 
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また、当社が事業を展開するうえで主力となる情報サービスは、以下のとおりであります。 

（平成24年３月31日現在）

  

区分 サービス内容 概要

モ 

  

バ 

  

イ 

  

ル 

  

事 

  

業 

携帯公式サイトの運営 

キャリア携帯公式サイトの運営を行っており、現在の運営する公式サ

イト数は、以下の６サイトであります。  

「パチンコ倶楽部」 

「パチメロＥＸ」 

「パチメロ大集合」 

「パーラーオリンピア」 

「宇宙戦艦ヤマトクルー」 

「eden*最後の恋物語」 

料金：定額制・従量制の100円～1,000円/月・回（税抜） 

スマートフォン向けアプリ開発 
スマートフォン向けのアプリ開発・販売を行っております。 

料金：アプリにより無料～600円（税抜） 

ソーシャルゲーム 

グリー株式会社ならびに株式会社ディー・エヌ・エーが提供するSNS向

けソーシャルゲームの運営とアプリの提供を行っております。 

料金：ゲームによりアイテム課金もしくはロイヤリティ収入となりま

す。 

店舗支援サービス 

パチンコホール支援ポータル「P─DEPOT」の運営を、代理店を通じて

行っております。 

料金：オープン価格 

そ

の

他

事
業 

ＰＣ用オンラインゲーム 
「ダークエデン」サイトの運営を行っております。 

料金：ゲームによりアイテム課金収入となっております。 
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平成24年３月31日現在

（注）１. 当社の実質的な親会社であります。 

２. Cykan Holdings Co.,Ltd.の子会社であり、当社の直接の親会社であります。  

３．議決権の被所有割合の（）内は、間接被所有割合で内数であります。 

  

(１）提出会社の状況 

  

（注）１．当事業年度より報告セグメントの区分を変更しております。変更の内容については、「第一部「企業情

報」第５「経理の状況」１「財務諸表等」注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託社員、派遣社員、アルバイトを含む。）は年間平均人

員数を（）外数で記載しております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

４．従業員数が前事業年度末に比べ９名増加しましたのは、スマートフォンのコンテンツ開発や新事業の拡

大に向けた採用によるものであり、報告セグメント別には、モバイル事業６名、その他事業３名が増加し

ております。 

  

(２）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の所
有又は被所
有割合
（％） 

関係内容

（親会社） 

Cykan Holdings Co.,Ltd. 

(注)１ 

大韓民国 

ソウル市 

江南区 

（億ウォン）

23 

不動産開発、投資

事業 

被所有 

   

(54.8) 

54.8 営業上の取引なし

（親会社） 

株式会社サイカン 

(注)２ 

東京都 

千代田区 

（千円）

  2,300,000
投資事業  

被所有  

  

  

54.8
営業上の取引なし

   

５【従業員の状況】

  平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

( ) 50 4  33.5  4.2  4,856

セグメントの名称 従業員数（人） 

モバイル事業 ( ) 38 3

その他事業 ( ) 3 1

報告セグメント計 ( ) 41 4

全社（共通）  9(-)

合計 ( ) 50 4
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(１）業績 

当事業年度におけるわが国の経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響や電力供給の制約等に

より、企業の生産活動や個人消費が落ち込み、さらに、急速な円高の進行、海外経済の減速などにより、景気は

厳しい状況で推移いたしました。 

当社の主力事業であるモバイル事業を取り巻く環境に関しては、スマートフォンやタブレッド型などの高機能

携帯端末が急速に普及し、従来のフィーチャーフォンからの移行が進んでいる中、モバイルコンテンツ市場は、

端末の高速・高機能化や通信料金体型の定額化を背景に引き続き堅調に推移するとともに、国内のSNSプラットフ

ォーム向けのソーシャルゲーム市場が引き続き拡大しております。 

このような状況のもと、持続的な成長と企業収益力のさらなる基盤強化に向け、スマートフォン向けのコンテ

ンツ拡充およびソーシャルゲーム市場に向けた事業を中心に展開いたしました。 

売上高については、ソーシャルゲームのラインナップ、スマートフォン向けコンテンツで予想を超える売上を

確保するに至りました。しかしながら、前期売上の45.9%を占めていた「キタックジャクラーワールド」のサービ

ス終了などによる従来のフィーチャーフォン向け公式サイト売上の落ち込みをカバーするには至りませんでし

た。利益については、売上の落ち込みに加え、ソーシャルゲーム「グリパチ」などの新たなサービスに向けた先

行投資的な開発費の増加によって営業利益は計画を下回りました。また固定資産の減損処理と繰延税金資産の取

り崩しが発生しました。 

この結果、当事業年度の売上高は926,871千円（前年同期比18.1％減）、営業損失43,464千円（前年同期は営業

利益50,121千円）、経常損失55,314千円（前年同期は経常利益49,963千円）、当期純損失87,932千円（前年同期

は当期純利益23,169千円）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、当事業年度より報告セグメントの区分を変更しており、前年度比較については、前年同期の数値を変更

後の報告セグメントに組み替えて行っております。詳細は、「第一部「企業情報」第５「経理の状況」１「財務

諸表等」注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

（モバイル事業） 

① ソーシャルゲームについては、グリー株式会社との協業によるパチンコ・パチスロファン向けソーシャルゲー

ム「グリパチ」の企画・開発に注力し、平成24年１月23日よりiモード版、Yahoo!ケータイ版をスタートしまし

た。EZweb版については同年４月５日に開始されています。なお、同グリパチの会員数は、同年３月31日現在で

約22万人と概ね順調であります。 

また、株式会社ワークジャムより譲り受けた「不思議の森のパン工房」により、サービスラインナップの拡

充を図るとともに、恋愛ソーシャルゲーム「eden*学園恋物語」を本格稼働させたほか、株式会社ディー・エ

ヌ・エーが運営する「Mobage」内のパチンコ、パチスロ総合ポータルサービス「モバ7」にパチンコアプリ「CR

モンスターハウス」を提供開始いたしました。 

② スマートフォンアプリについては、スロットアプリ「南国育ちスペシャル」のAndroid OS版ならびにスロット

アプリ「アントニオ猪木が元気にするパチスロ機」のAndroid OS版・iOS版をそれぞれ販売開始いたしました。

また、Android OS対応ビューアーアプリ「みんなで作ろう パチ＆スロ攻略情報 ウィキレ」を開発いたしまし

た。さらに、NTTドコモのスマートフォン向けサイト「dメニュー」においては、「パチンコ倶楽部」・「パー

ラーオリンピア」を提供するなど、既存のコンテンツの新プラットフォームへの対応を加速させました。 

③ フィーチャーフォン向け公式サイト関連については、「パチンコ倶楽部」においてパチンコ・パチスロの機種

情報やそれらの攻略情報のさらなる充実化に取り組みました。また、メーカーオフィシャルサイトでは、パチ

ンコ・パチスロの新機種導入時にタイムリーな情報提供を行った他、人気の携帯アプリの早期配信など、引き

続きサービスの拡充に取り組みました。 

④ パチンコ店舗向けサービスでは、店舗向けＡＳＰサービス(有料店舗情報サービス)のラインナップ拡充、全国

店舗への営業体制の強化を行った結果、契約店舗数は約２％伸長いたしました。 

この結果、当事業年度の売上高は919,237千円（前年同期比18.7％減）、営業利益は157,910千円（前年同期比

28.9％減）となりました。 

（その他事業） 

その他事業におけるサービスについては、事業のポートフォリオによるリスク分散、ならびに新たな収入源と

しての効果を見極めるために、ＰＣ用オンラインゲーム「ダークエデン」をトライアル事業としてスタートさ

せ、同タイトルの広告宣伝活動により、認知度向上に努めました。 

この結果、当事業年度の売上高は7,633千円（前年同期はありませんでした。）、営業損失は27,159千円（前年

同期はありませんでした。）となりました。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

2012/06/22 12:24:3511792547_有価証券報告書_20120622122417

- 8 -



(２）キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ27,479千円減少

し、319,200千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果使用した資金は22,623千円（前年同期は108,390千円の獲得）となりまし

た。これは主に売上債権の減少138,523千円、前受収益の増加46,475千円、減価償却費22,567千円、減損損失

12,036千円があったものの、仕入債務の減少90,579千円、税引前当期純損失68,426千円、前払費用の増加31,675

千円、その他流動資産の増加18,241千円、その他流動負債の減少28,974千円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は2,397千円（前年同期96.5％減）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出16,238千円、無形固定資産の取得による支出5,774千円、事業譲受による支出

26,000千円があったものの、敷金及び保証金の回収による収入45,516千円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は2,458千円（前年同期73.8％減）となりました。これはリー

ス債務の返済による支出によるものです。 
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(１）生産実績 

該当事項はありません。 

(２）受注状況 

該当事項はありません。 

(３）販売実績 

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

なお、当事業年度より報告セグメントの区分を変更しており、前年度比較については、前年同期の数値を変

更後の報告セグメントに組み替えて行っております。詳細は、「第一部「企業情報」第５「経理の状況」１

「財務諸表等」注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．モバイル事業による主な販売先は、一般ユーザーであり、各携帯キャリア及びプラットフォーム

提供会社の情報料回収代行サービスを利用し、有料情報サービスを提供しております。 

３．最近２事業年度の主要な売上高は、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当事業年度のソフトバンクモバイル株式会社については、当該割合が100分の10未満のため

記載を省略しております。 

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

前年同期比（％）

モバイル事業（千円）  919,237  △18.7

その他事業（千円）  7,633  ─

合計（千円）  926,871  △18.1

相手先 

前事業年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ  557,034  49.2  316,258  34.1

ＫＤＤＩ株式会社  298,191  26.4  181,367  19.6

株式会社北電子  ─  ─  155,737  16.8

ソフトバンクモバイル株式会社  136,251  12.0  ─  ─

2012/06/22 12:24:3511792547_有価証券報告書_20120622122417

- 10 -



当社の対処すべき主要な課題は、以下のとおりであります。 

（１）収益基盤の強化 

当社は、当事業年度において当期純損失を計上し並びに繰越利益剰余金が欠損の状況であることから、持続

的な成長と企業収益力のさらなる基盤強化が重要な経営課題であると認識しております。 

そのため、経営資源を集約し、事業の選択と集中による生産性を向上させ、スマートフォン向けのコンテン

ツ拡充およびソーシャルゲーム市場に向けた事業を中心に展開し、早期に収益基盤の強化を図ってまいりま

す。 

（２）ユーザー獲得の強化 

国内における携帯電話等の平成24年３月末時点での契約数は12,874万件（社団法人電気通信事業者協会調

べ）で、平成23年度上半期の携帯電話端末の出荷台数においては、およそ半数がスマートフォンであり（ＭＭ

総研調べ）、急速な普及を見せております。そのなかで、モバイル市場においては、コンテンツ事業者及びサ

イト数も多種多様を極め、ユーザー獲得がさらに激化しております。 

このような状況のもと、当社は当社が提供するコンテンツのユーザー数の増加が、業績を拡大するための重

要な課題であると認識しております。 

そのため、費用対効果を重視したＰＲ戦略の立案と実行を継続し、広告宣伝活動による一層の認知度向上に

より、ユーザー獲得の強化を図ってまいります。 

（３）ユーザーニーズへの対応 

モバイル事業は、国内SNSプラットフォーム向けのソーシャルゲーム市場が拡大しており、新たなサービスが

次々に生まれております。 

このような状況のもと、ユーザーの嗜好と流行も変化しやすく、サービスが早期に陳腐化する危険を有して

おります。 

当社は、市場と競合会社のサービスを客観的に分析することで、市場とユーザーニーズに適合したサービス

の開発と提供を推進し、ユーザーニーズへの対応を図ってまいります。 

  

３【対処すべき課題】
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当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（１）事業環境の変化について 

モバイル業界におけるスマートフォンの急速な普及により、スマートフォン市場の成長と、従来のフィーチ

ャーフォン市場の段階的な縮小が進行する環境において、公式サイトの会員数を計画通りに確保できない場

合、あるいはユーザーの嗜好が大きく変化し、新たな技術や新サービスの開発などのユーザーニーズに適合す

るサービスの開発と提供が遅れた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（２）携帯電話キャリアへの依存について 

当社は、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「ＮＴＴドコモ」といいます。）のｉモード、ＫＤＤＩ

株式会社（以下「ＫＤＤＩ」といいます。）のＥＺｗｅｂ、ソフトバンクモバイル株式会社（以下「ソフトバ

ンクモバイル」といいます。）のＹａｈｏｏ！ケータイを通じて、ユーザーに対してコンテンツを配信し、各

携帯電話キャリアの情報料回収代行サービスを利用して、ユーザーから情報料を回収しております。 

今後もこれらの携帯電話キャリアに対し、継続的にコンテンツの提供を行っていく所存でありますが、コン

テンツとしての採用、不採用あるいは配信停止は各携帯電話キャリアが決定します。このため各携帯電話キャ

リアの事業方針等の変更により、当社の配信するコンテンツが不採用または配信停止になる可能性がありま

す。このような状況になった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）プラットフォーム提供会社へのコンテンツ提供について 

当社は、収益基盤の拡大に向け、プラットフォーム提供会社が運営する集客力のあるプラットフォームに参

加し、デジタルコンテンツを提供しております。当該プラットフォーム提供会社に事業方針の変更があった場

合、また、当社のデジタルコンテンツが当該プラットフォームの運営規約の要件を十分に満たさない等の理由

により不適切であると判断され、当該プラットフォームにおいてデジタルコンテンツの提供を継続できなくな

った場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

（４）パチンコ・パチスロメーカーからの著作権の使用許可について 

パチンコ・パチスロメーカーからの著作権の使用許可について、当社のコンテンツの多くは、パチンコ・パ

チスロメーカーから著作権使用の許可を得ております。今後もこれらのパチンコ・パチスロメーカーと良好な

関係を維持し、著作権使用の許可を得ていく所存でありますが、これらのパチンコ・パチスロメーカーが独自

に当社と同様の事業を展開していくような状況になった場合、著作権の使用許可を得ることができなくなる可

能性があります。このような状況になった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（５）競合について 

当社の主力事業であるパチンコ・パチスロ関連公式サイトは、パチンコ・パチスロメーカーによる自社運営

の公式サイトを含め、競合会社が多数存在しております。 

パチンコ・パチスロ関連の総合サイトとして、ユーザーに対し優良なコンテンツ及び有意義な情報を配信

し、競合他社との差別化を図っていく所存ではありますが、競合他社の乱立による価格競争に陥った場合、現

在のサービス料金を引き下げざるを得ない状況になる可能性があります。また、このような状況に対し、当社

が迅速に対応できない場合、有料会員数の減少により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（６）新規サイトの展開について 

当社は経営基盤の強化と成長性を確保するため、積極的に新規サイトの展開に取り組んでおります。 

しかしながら、その遂行過程において事業環境の急激な変化や事後的に顕在化する予測困難な問題等が発生

する可能性は否定できません。また、必要な先行投資を行うことで一定期間内に当初予測した収益を上げられ

なかった場合、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

（７）回収ができない情報料の取り扱いについて 

当社の携帯電話向けコンテンツ事業においては、情報料の回収を各キャリアに委託しております。このう

ち、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクモバイルに委託しているものについては、同社らの責に帰すべき

事由によらず情報料を回収できない場合は、当社へ情報料の回収が不能であると通知し、その時点で同社らは

当社に対する情報料回収代行業務は免責されることとなっております。今後このような未納者及び未納額が増

加した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

４【事業等のリスク】
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（８）知的財産権について 

当社の事業分野であるインターネット業界においては、インターネット関連の技術に対して特許を申請する

動きが広まっており、商取引の仕組みそのものに特徴を有する特許（いわゆるビジネスモデル特許）の出願も

多く行われております。 

このような状況におきまして、当社は自社開発のソフトウェアに関する技術の保護を図るため、商標権等の

出願や第三者の権利に関する調査を積極的に行っております。しかしながら、今後当社の事業分野において、

第三者の新たな特許等が成立したり、当社が認識していない特許等が既に成立していた場合、当該第三者から

損害賠償または使用差止等の請求を受ける可能性があります。このような状況になった場合、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

（９）訴訟等について 

当社が事業を行っていく上で投融資先や取引先等との間で新たに訴訟や係争が生じた場合、将来生じうる訴

訟事件等に関する裁判所等の最終判断は、現時点では予想不可能ではありますが、これらの内容及び結果によ

っては当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（10）システムトラブルについて 

①プログラム不良によるリスク 

当社の開発したプログラムその他のソフトウェアに不良箇所が存在した場合、コンテンツ配信サービスの中

断・停止をする可能性があります。当社では、配信前に入念なテストを行っておりますが、このような事態が

発生した場合、当社のコンテンツに対する信頼性の低下により、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

②システム不良によるリスク 

当社の事業は、インターネットを含む通信ネットワークに依存したサービスを行っております。これらの通

信ネットワークが予期せぬ天災・事故その他の非常事態等により、切断された場合や、トラフィックの急激な

過負荷等により、ネットワークコンピュータシステムが動作不能に陥った場合、当社の営業は不能になりま

す。このような事態が発生した場合、当社のシステムに対する信頼性の低下により、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（11）親会社である株式会社サイカンとの関係について 

当社は本書提出日現在、当社の議決権の55.1%を持つ株式会社サイカンの子会社であります。なお、株式会社

サイカンは引き続き当社の筆頭株主となり、株主権を行使することにより、当社の株主総会の決議事項につい

て決定させる地位を維持することとなります。当社はモバイル事業に経営資源を集約し業績の向上を推進して

おりますが、財務面におきましても引き続き株式会社サイカンの連結子会社としてサイカングループに属する

ことを想定しており、株式会社サイカンの方針によっては、サイカングループと当社との関係に変化が生じ、

当社の今後の事業戦略に影響を及ぼす可能性があります。 

現在サイカングループ内では、各社の位置付けが明確になっておりますが、現時点では想定していないもの

の、株式会社サイカンが今後実施するＭ＆Ａ等、将来における環境変化等によりサイカングループと当社との

関係に何らかの変化が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

尚、今後におけるサイカングループの当社に係る方針等は以下の通りであり、サイカングループと当社は、

以下の事項に関し合意しております。 

①当社の上場維持への協力について 

（a）当社のモバイル事業を核とした事業推進を支持し、同事業拡大において大型の資金需要が発生した場合

等、必要に応じて財務支援を行っていく予定です。また、サイカングループの経営者は、当社の事業推進に

対し支援及び指導を継続していく所存です。 

（b）サイカングループ各社（その投資先企業を含む。）と当社との組織再編行為は行わないほか、当社の上場

会社としての実質的存続性に疑義が生ずることとなる行為は行いません。 

（c）当社が名古屋証券取引所の定める適時開示及び企業行動規範をはじめとする諸規則等を遵守することに協

力します。 

②当社の独立性の確保について 

（a）当社に対する出資比率の方向性につきましては、株主の立場で適正な株主権の行使範囲において、引き続

き親会社として株式を保有していく方針です。 

尚、当社の経営方針の決定及び事業活動の遂行に関して、当社独自の意思決定を尊重し、過度に制約する

ことはありません。また、当社の少数株主の権利を保護し、当社から不当な利益流出を行わないほか、当社

の少数株主の権利を尊重します。 

（b）当社の取締役構成につきましては、幹部人材の育成を図り、当社プロパー従業員から役員登用を行うな

ど、取締役の構成を見直す方針です。 
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（12） 法的規制について 

個人情報の管理について 

当社の事業において、ユーザーの個人情報をサーバー上に保管する場合があります。これらの個人情報につ

きましては、当社が採用しているネットワークセキュリティにより厳重に管理されております。 

さらに、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）に則り、当社は個人情報の保護及び取り扱いをよ

り一層強化する所存ではありますが、外部からの不正アクセス等により、個人情報が流出する可能性がありま

す。 

現在まで流出の発生事実はありませんが、個人情報が流出した場合、当社に対する損害賠償請求や訴訟等の

責任追及がなされる可能性があります。また、このような事態に陥った場合、当社の社会的信用力の低下等に

より、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（注）詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 注記事項 （企業結合等関係）」に記載の

とおりであります。 

  

該当事項はありません。 

５【経営上の重要な契約等】

（１）業務提携契約  

相手方の名称 契約の名称 契約の内容 契約期間

グリー株式会社 
パチンコ・パチスロホール

サイトの配信に関する覚書 

アプリの開発及び運用に関する

協業契約 

平成23年12月21日から有効

（期間の定めなし） 

（２）事業譲受契約  

契約会社名 相手方の名称 譲受事業 契約締結日 事業譲受日

当社 株式会社ワークジャム ソーシャルゲーム事業 平成23年10月18日 平成23年11月１日 

６【研究開発活動】
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当事業年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであり、将

来に関する事項は不確実性を有しており、実際の結果と異なる可能性がありますのでご留意ください。  

(１）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

財務諸表の作成に際しては、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示、報告期間におけ

る収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び予測を行わなければなりません。したがって、当該見積り及び

予測については不確実性が存在するため、将来生じる実際の結果はこれらの見積り及び予測と異なる場合がありま

す。 

(２) 財政状態の分析 

当事業年度における資産・負債及び純資産の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（資産） 

当事業年度末における資産は166,147千円減少し、692,900千円（前事業年度末比19.3%減）となりました。これ

は、主としてコンテンツ資産22,388千円が増加しましたが、売掛金138,523千円と未収入金45,516千円が減少した

ことによるものです。 

（負債） 

当事業年度末における負債は78,215千円減少し、171,249千円（前事業年度末比31.4%減）となりました。これ

は、主として前受収益が46,475千円増加しましたが、買掛金85,313千円、未払金32,638千円、本社移転費用引当

金6,900千円が減少したことによるものです。 

（純資産）  

当事業年度末における純資産は87,932千円減少し、521,650千円（前事業年度末比14.4%減）となりました。こ

れは、当期純損失87,932千円を計上したことにより、利益剰余金が減少したことによるものです。 

(３）経営成績の分析 

① 売上高  

当事業年度における売上高は、926,871千円（前年同期比18.1％減）となりました。これはモバイル事業にお

いて、スマートフォンの急速な普及によりモバイルコンテンツを取り巻く環境は、スマートフォン市場の成長と

従来のフィーチャーフォン市場の段階的な縮小が進行しており、ユーザーの市場移行による影響から携帯公式サ

イト会員数が減少していることに加え、新規ＳＮＳコンテンツのリリースが遅延したこと、トライアル事業とし

て開始したオンラインゲームにおいて、課金会員数が計画比未達であったことによるものです。 

② 営業利益 

当事業年度における営業損失は、43,464千円（前年同期は営業利益50,121千円）となりました。これは売上高

の減少による低下に加え、売上原価における新たなプラットフォーム向けの開発費と、販売費におけるオンライ

ンゲームの宣伝広告費の支出が、新たなコンテンツによる収益が獲得される前の事業損益としては、先行投資的

な費用の増加となったことによるものです。 

③ 経常利益 

当事業年度における経常損失は、55,314千円（前年同期は経常利益49,963千円）となりました。これは営業損

失に加え、裁判が和解したものの債権の回収可能性を保守的に検討し、貸倒引当金繰入額8,450千円を計上したこ

と、訴訟関連費用3,430千円の支出があったことによります。 

④ 税引前当期純利益 

当事業年度における税引前当期純損失は、68,426千円（前年同期は税引前当期純利益10,626千円）となりまし

た。これは経常損失の計上に加え、当社が保有する固定資産について、当初計画していた収益性を下回る一部コ

ンテンツにおいて将来の回収可能性を検討した結果、固定資産の減損処理を実施し減損損失12,036千円を計上し

たこと、本社移転費用1,076千円の支出があったことによります。 

⑤ 税金費用 

繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討した結果、繰延税金資産の一部を取崩したことによりにより、

税金費用は19,505千円（前期は△12,543千円）となりました。 

⑥ 当期純損失  

当事業年度における当期純損失は、87,932千円（前年同期は当期純利益23,169千円）となりました。これは税

引前当期純損失の計上に加え、法人税、住民税及び事業税2,290千円と法人税等調整額17,215千円を計上したこと

によるものです。 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(４) キャッシュフローの状況の分析 

 当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概況

(2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。 

(５）経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の主力事業であるモバイル事業を取り巻く環境は、スマートフォンやタブレッド型などの高機能携帯端末

が急速に普及し、従来のフィーチャーフォンからの移行が進んでいる中、モバイルコンテンツ市場は、端末の高

速・高機能化や通信料金体型の定額化を背景に引き続き堅調に推移するとともに、国内のSNSプラットフォーム向

けのソーシャルゲーム市場が引き続き拡大しております。 

したがいまして、当社は次の目標を掲げ、収益性の向上を図る所存であります。 

①スマートフォン向けのコンテンツ拡充とソーシャルゲーム市場に向けた事業を中心に展開  

②既存のパチンコ・パチスロ関連サイトの拡充 

③パチンコ・パチスロ関連企業との関係強化 

④コスト管理の徹底 

また、当社の得意とするエンターテイメント・コミュニティ領域での事業の拡充を図るため、当社が保有する

企画開発力を活かしつつ、業務提携やＭ＆Ａ等も視野に入れ事業を一層推進してまいります。 

(６) 戦略的現状と見通し 

収益性の向上を図るため、当社の強みである携帯コンテンツ開発の技術力や特定カテゴリーにおけるコミュニ

ケーションメディア運営のノウハウを有効に活用し、既存コンテンツを一層拡充するとともに、「パチンコ・パ

チスロ」カテゴリーに続く新たな収益の柱の育成に努めてまいります。 

また、さまざまなプラットフォームへのコンテンツ対応、ソーシャルアプリの提供など、時代にあわせた技

術・コンテンツを創造・提供してまいります。 

既存サービスのプロモーション強化、コンテンツ開発体制の拡充、ライセンス取得等の業容拡大につきまして

は、他社との提携等を含め、引き続き経営資源の投入を検討してまいります。 

(７）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社はパチンコ・パチスロのコアなファンを対象に、アプリや機種情報を提供するなど、既存のパチンコ関連

領域を強化するとともに、周辺領域の拡充を行い、モバイル事業を核に安定した収益の拡大を目指します。中長

期的には、売上高経常利益率10％の達成を目標に経営指標として管理していきます。 

今後も既存サービスを一層拡充させ、さらにコンテンツの企画開発・版権取得、業務提携、Ｍ＆Ａ等の業容拡

大につきましても、引き続き経営資源を投入する方針です。資金の状況等を勘案しながら、キャッシュ・フロー

を重視した事業展開を行う所存であります。 
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当事業年度の設備投資（無形固定資産を含む）の総額は48,013千円となりました。 

セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

なお、当事業年度より報告セグメントの区分を変更しております。変更の内容については、「第一部「企業情

報」第５「経理の状況」１「財務諸表等」注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。 

（１）モバイル事業 

依存サービスの向上と新規サービスに対処するため工具器具備品（サーバー及び備品）の購入9,095千円

と、ソーシャルゲームのラインナップ充実のため事業譲り受けによるコンテンツ資産の取得26,000千円を実

施しました。 

（２）その他事業 

インターネットを通じてＰＣ用オンラインゲームのサービスを開始するため、工具器具備品（サーバー）

の購入7,142千円を実施しました。 

また、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

   

当社における主要な設備の状況は、以下のとおりであります。 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（）は、臨時雇用者数を外書しております。 

３．賃貸借契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 当社の設備投資については、投資効率等を総合的に勘案して計画を策定しております。なお、当事業年度末現在

における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

(１）重要な設備の新設 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(２）重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

  平成24年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額（千円）

従業員数
（人） 

建物 
工具、器具

及び備品 
リース資産 ソフトウエア

コンテンツ 
資産 合計 

本社 

（東京都 

千代田区） 

モバイル事業 
全社の業務

施設と機器 
 12,435  21,111  1,326  6,438  22,388  63,700 （3）38

その他事業 サーバー  ─  5,952  ─  ─  ─  5,952 （ ） 3 1

事業所名（所在地） 事業部門の名称 設備の内容 年間賃借料（千円） 

本社(東京都千代田区) 全社 本社事務所    27,332

３【設備の新設、除却等の計画】

  
事業所名 
（所在地） 

  

セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定
年月 

完成後の増加能力
総額
(千円) 

既支払額
(千円) 

着手 完了 

本社 

（東京都 

千代田区） 

モバイル事業 サーバー  6,000 ─ 自己資金
平成24年
４月 

平成24年 
12月 

既存サービス向上と
新規サービスの対応
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

（注）資本金及び資本準備金の減少額は欠損填補によるものです。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  120,000

計  120,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成24年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月27日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  37,500  37,500
名古屋証券取引所 

（セントレックス） 

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。 

計    37,500    37,500 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年６月29日  

（注） 
 ─  37,500  △94,116  568,883  △648,500  ─
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（注）「個人その他」の欄には、自己株式166株が含まれております。 

  

  

（６）【所有者別状況】

  平成24年３月31日現在

区分 

株式の状況

政府及び地

方公共団体
金融機関 

金融商品取

引業者 
その他の 

法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） ─  ─ 5 21 1 2  886 915

所有株式数（株） ─  ─ 125 23,112 1,503 6  12,754 37,500

所有株式数の割合（％） ─  ─ 0.33 61.63 4.00 0.01  34.03 100

（７）【大株主の状況】

  平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サイカン 東京都千代田区神田駿河台3-2  20,572  54.85

山下大介 東京都渋谷区  1,850  4.93

株式会社パック・エックス  東京都港区赤坂4-7-14  1,816  4.84

イーエフジー バンク アーゲー 

（常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）    

24, QUAI DU SEUJET CP 2391 1211 

GENEVE 2 SWITZERLAND   

  （東京都千代田区丸の内2-7-1） 

 1,503  4.00

羽成正己 東京都板橋区  571  1.52

コムシード従業員持株会 東京都千代田区神田駿河台3-2  472  1.25

エヌ・エス・アール株式会社 東京都中央区銀座7-13-10  329  0.87

岩本種司 和歌山県和歌山市  250  0.66

清水不二雄 東京都大田区  236  0.62

米田雅彦 静岡県駿東郡長泉町  235  0.62

計 ―  27,834  74.22
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① 発行済株式 

② 自己株式等 

  

該当事項はありません。  

  

【株式の種類等】  

該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

（８）【議決権の状況】

  平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     166 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   37,334  37,334

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

発行済株式総数  37,500 ― ― 

総株主の議決権 ―  37,334 ― 

  平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は 
名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株） 

他人名義
所有株式数
（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

コムシード株式会社 
東京都千代田区神田 

駿河台三丁目２番地 
 166 ―    166    0.44

計 ―    166 ―    166   0.44

（９）【ストックオプション制度の内容】

２【自己株式の取得等の状況】

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  ─  ─  ─  ─

消却の処分を行った取得自己株式  ─  ─  ─  ─

合併、株式交換、会社分割に係る移転を 

行った取得自己株式 
 ─  ─  ─  ─

その他  ─  ─  ─  ─

保有自己株式数  166  ─  166  ─
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当社は、利益配分につきましては、株主への利益還元を重要な経営課題と位置づけており、経営基盤の強化に必

要な内部留保を確保しつつ、配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

また、当社は、「取締役会の決議により、９月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款

に定めております。  

しかしながら、当社は当事業年度において当期純損失を計上し並びに繰越利益剰余金が欠損の状況であることか

ら、当期の株主配当につきましては、誠に遺憾ではございますがその実施を見送らせていただくことといたしまし

た。 

今後につきましては業績回復に全社を挙げて取り組み、早期に配当原資とすべき利益の計上を行えるよう、収益

基盤の強化を図ってまいります。 

  

（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価 

（注）最高・最低株価は、株式会社名古屋証券取引所「セントレックス」におけるものであります。  

（２）最近６月間の月別最高・最低株価 

（注）最高・最低株価は、株式会社名古屋証券取引所「セントレックス」におけるものであります。 

３【配当政策】

４【株価の推移】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円）  61,000  11,000  22,000  20,000  14,950

最低（円）  9,900  2,080  6,100  7,900  7,210

月別 平成23年10月 平成23年11月 平成23年12月 平成24年１月 平成24年２月 平成24年３月

最高（円）  8,500  8,500  14,390  14,950  11,180  10,290

最低（円）  7,210  7,510  7,750  9,250  9,480  9,550
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長 

  

モバイルビジネス

本部管掌兼モバイ

ルビジネス本部長 

坂入 万弘  

  

昭和41年２月６日生 

  

平成14年12月 コナミ株式会社入社 

平成17年６月 当社入社 事業戦略部マネージャー 
平成17年11月 当社執行役員コンテンツビジネス

部担当 

平成18年６月 当社取締役セールス＆マーケティ

ングディビジョン管掌兼セールス

＆マーケティングディビジョン第

１セールスグループマネージャー 

平成19年４月 当社常務取締役モバイル事業本部

管掌兼モバイル事業本部長 
平成19年８月 株式会社セカンドファクトリー取

締役 

平成20年８月 当社代表取締役社長 モバイル事

業本部管掌兼モバイル事業本部長 
             株式会社サイカンゲームズ 代表

取締役社長  

       株式会社セカンドファクトリー 

代表取締役社長  
平成20年11月 当社代表取締役社長 モバイルビ

ジネス本部管掌兼モバイルビジネ

ス本部長(現任) 

平成20年12月 株式会社サイカンゲームズ 代表

取締役社長退任  
       株式会社セカンドファクトリー 

代表取締役社長退任  

(注)１ 172

専務取締役

ＣＴＯ 

経営管理部管掌 

  

羽成 正己 

  

昭和38年11月27日生 

  

昭和60年５月 株式会社日本テレネット入社 

平成６年６月 マイクロワールド株式会社（現当

社）非常勤取締役 
平成７年６月 株式会社日本テレネット 常務取

締役 

平成13年４月 当社専務取締役 システム部長  
平成15年５月 当社専務取締役 コンテンツサービ

ス部長 

平成19年４月 当社専務取締役ＣＴＯ兼テクニカ

ルセンター長 
平成19年７月 当社専務取締役ＣＴＯ 総務人事

部管掌兼テクニカルセンター管掌

兼テクニカルセンター長 

平成20年11月 当社専務取締役ＣＴＯ経営管理部

管掌（現任） 

(注)１  571

取締役 

（非常勤） 
  

金 正律 

  

 昭和29年３月18日生 

  

平成６年３月 社団法人韓国ゲーム製作協会会長

（現任） 

平成10年３月 株式会社ユウタクテクノロジ代表

理事 
平成12年４月 株式会社グラビティ代表理事 
平成12年９月 韓国ゲーム製作業共同組合理事長

（現任） 

平成16年９月 株式会社ドンウォン投資開発代表

理事 
平成17年８月 同社会長（現任） 

平成18年４月 仁川都市観光株式会社会長（現

任） 
平成18年11月 株式会社サイカンホールディング

ス取締役（現任） 

平成19年３月 当社取締役（現任） 

 (注)１ ― 
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（注）１．平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結から１年間。  

２．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結から４年間。 

３．平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結から４年間。 

 ４．監査役島根伸治及び岡本光樹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

専務取締役    前島 荘生  昭和28年12月26日生 

昭和52年３月 株式会社幸福銀行（現関西アーバ

ン銀行）入行 
平成17年４月 株式会社拓産入社 管理本部長 

平成20年８月 株式会社サイカンホールディング

ス入社（現職） 
平成21年６月 当社取締役 
平成22年８月 当社専務取締役（現任） 

(注)１ ―

  

取締役  

（非常勤） 

   趙  容  晙  昭和40年10月７日生 

平成12年２月 D-Gate株式会社入社 財務担当取

締役 

平成20年８月 Cykan Holdigs Co.,Ltd.入社 

      財務部長兼海外戦略事業部総括役

（現職）  

平成21年６月 当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

  

取締役  

（非常勤） 

   前川 浩史  昭和51年３月１日生 

平成19年８月 株式会社セカンドファクトリー取

締役 

平成20年６月 当社取締役 

平成20年７月 株式会社サイカンホールディング

ス取締役（現職） 

平成21年６月 当社取締役退任 

平成22年６月 当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

取締役  

（非常勤） 
  

 沈 宰 範 

  

 昭和50年４月22日生 

  

平成22年９月 DTC Japan株式会社設立 代表取締

役社長（現任） 

平成24年６月 当社取締役（現任） 

(注)１ 

  

― 

  

監査役 

（常勤） 
  

飯田 三郎 

  

昭和13年２月12日生 

  

昭和35年４月 東都銀行（現三井住友銀行） 

昭和62年３月 三井銀行（現三井住友銀行） 

青葉台支店長 
平成２年10月 極東証券株式会社出向 
平成３年３月 極東証券株式会社 

公開引受部長 

平成５年４月 同社引受部長 
平成10年５月 新宿三井クラブ 副支配人 
平成15年４月 財団法人東京都中小企業振興公社

ビジネスナビゲータ 

平成16年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注)２ 57

監査役 

(非常勤) 
 

島根 伸治  

  

昭和46年10月27日生 

  

平成７年10月 太田昭和監査法人（現新日本有限

責任監査法人） 

平成11年４月 公認会計士登録 
平成12年11月 日本アバイア株式会社 
平成13年９月 株式会社プロジェスト 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

平成18年８月 株式会社プロジェスト取締役（現

任） 

(注)２.４ ― 

  

監査役   

（非常勤） 

  岡本 光樹  

  

昭和57年７月20日生 

  

平成18年10月 第二東京弁護士会弁護士登録 

森・濱田松本法律事務所入所 

平成20年９月 小笠原国際総合法律事務所（現

在、小笠原六川国際総合法律事務

所）入所 
平成23年６月 当社監査役（現任） 

平成23年９月 岡本総合法律事務所開設 

(注)３.４ ― 

         計   800
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当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、法令その他の社会的規範を遵守し、ステーク

ホルダーから信頼を得られる事業活動を通じ、企業価値を高めるためには、経営の意思決定の迅速化と業務執

行における効率性・透明性を向上させることが重要な課題と位置づけております。 

この考えのもと、関係法令等を遵守し、経営の透明性と公正性を確保するため、経営チェック機能を有効に

機能させる体制の強化を図っております。  

①企業統治の体制  

イ．企業統治の体制の概要及びその体制を採用する理由  

・取締役会  

本書提出日現在、当社では７名の取締役（うち４名の非常勤取締役）がその任にあたっております。取

締役会は取締役全員で構成されており、毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締

役会を開催しております。  

担当取締役は、取締役会で決定した経営方針・戦略課題を、管掌する部門のゼネラルマネジャーまたは

マネジャーに提示し、業務執行を評価・監視する一方で、業務執行状況を取締役会に報告することによ

り、コーポレート・ガバナンスの体制確立を図っております。  

当社は、社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役を含めた監査役による監査の実施や取締役会

への出席等により、経営監視機能は確保されているものと考えております。 

・監査役会  

当社では監査役会制度を採用しております。監査役会は、監査役３名（うち常勤監査役１名） で構成さ

れ、経歴的にもそれぞれの専門分野で豊富な経験と見識を有しており、毎月１回の定時監査役会を開催す

るほか、代表取締役、各取締役と定期的に面談し、意見交換を行っております。  

常勤監査役は社内の重要な会議に出席し、見解を述べているほか、各部門の責任者へ業務執行に関する

助言と監査業務を行っております。 

また、監査役会は会計監査人と随時、情報や意見の交換を行うと共に、会計監査人より監査の計画及び

結果の報告を受けており、緊密な相互連携をとっております。  

監査役会は、経営に対する監査機能を充分に発揮するため、本書提出日現在３名の監査役のうち２名は

社外監査役で構成されております。社外監査役につきましては、代表取締役などと直接の利害関係のない

有識者から選任することで独立性を確保し、社外の視点から客観的に経営の健全な維持と強化が図られて

おります。 

・幹部会  

幹部会は、常勤取締役３名と常勤監査役１名によって構成され、事業部門、管理部門の責任者及び内部

監査室が陪席者として参加し、毎週１回開催されております。 

幹部会は、リスクマネジメントとコンプライアンスの強化のため、業務執行上の課題についての討議と

具体的対策を決定しており、取締役会に上程される議案についても事前に審議を行っております。また、

幹部会において社内情報の有効かつ効率的な伝達を行うことでコーポレート・ガバナンスを機能させてお

ります。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は次のように図示されます。 

 
当社は上記のとおり、社外監査役を含めた監査役による監査体制が業務遂行状況の監査機能として有効

であると判断し、監査役会制度を採用しております。監査役会、幹部会、会計監査人による適正な監視体

制の連携が図られ、牽制機能が強化されていることにより、経営監視機能の客観性と独立性は十分に確保

されていることから、現在の体制を採用しております。 

ロ．その他の企業統治に関する事項  

・内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を制定しております。その方針に基づき、「財

務報告に係る内部統制基本方針」を策定、社長直属の内部監査室が独立的見地から内部統制の評価を行う

体制を構築しております。 

リスク管理体制につきましては、「リスク管理規程」を策定、「リスク管理委員会」を設置し、リスク

管理の全社的推進とリスク管理に必要な情報の共有化を図ると共に、内部統制の統括管理ならびに別途策

定した「内部通報制度」の適正な運用を行っております。 

コンプライアンスの実践につきましては、「コンプライアンス規程」を策定し、取締役会、監査役会、

従業員その他会社の業務に従事する全ての者が業務を遂行するにあたり、また、個人として行動する上で

遵守すべき基本的な事項を定め、社会から信頼される企業となることを目指し、コンプライアンスに関す

る社内研修を行っております。また、当社は弁護士２名と顧問契約を締結しており、日々の業務に関して

必要に応じてアドバイスを受け、法令順守を徹底しております。 

ハ．責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外監査役との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないとき

は、法令が定める額を限度として責任を負担する契約を締結することができる旨を定款で定めておりま

す。これに基づき、社外監査役である島根伸治氏及び岡本光樹氏は、それぞれ、当社と責任限度契約を締

結しております。 

（社外監査役の責任限度契約の要旨） 

当社定款第37条第２項の定めに基づき社外監査役が責任の原因となった業務遂行について善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に掲げる額の合計額を限度として、その責任を負うも

のとする。 
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②内部監査及び監査役監査の状況 

当社全部門を対象とした内部監査は、内部監査室（１名）が担当しており、会計監査及び業務監査におい

て会社業務及び財産の実態を監査し、監査実施結果を代表取締役社長に直接報告しております。 

監査役監査は、常勤監査役１名が年次の監査計画に基づき実施しております。内部監査室は定時監査役会

に出席し、適宜内部監査の報告及び相互の情報交換及び意見交換と意思の疎通を行っております。また、会

計監査人との相互連携につきましても同様に、適宜情報交換及び意見交換を行っております。 

内部監査室が実施する内部監査は、法令遵守（コンプライアンス）の徹底による組織運営の健全性確保に

重点を置いて進めております。さらに、コンプライアンス研修を実施するなど、全社的な法令遵守意識のさ

らなる高揚に努めてまいります。  

③会計監査の状況  

会計監査につきましては、当社は霞が関監査法人と監査契約を締結しております。当社の会計監査業務を

執行した公認会計士は小林和夫氏及び渡邊誠氏であり、霞が関監査法人に所属しております。当社の会計監

査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他５名であります。  

④社外監査役 

当社の社外監査役は、島根伸治氏と岡本光樹氏の２名を選任しております。 

当社は社外監査役の選任に際しては、独立性についての特段の定めはありませんが、人的関係、資本的関

係又は取引関係その他利害関係がなく、取締役の法令順守と経営管理に対する監査に必要な知識と経験を有

することを選任基準としております。 

島根伸治氏は公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、監査役監査

の実施にあっての専門的知識が必要とされる場合において、外部の専門家として適任であることから社外監

査役に選任しております。なお、同氏は一般株主と利益相反するおそれがないと判断できるため株式会社名

古屋証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 

岡本光樹氏は弁護士の資格を有し、法律に関する相当程度の知見を有しており、経営の執行で法律に関す

る専門的知識が必要とされる場合において、法律顧問の見解に偏らないため、客観的な外部の専門家として

適任であることから社外監査役に選任しております。 

両氏は取締役会をはじめ重要な会議に出席し、公正な立場で適宜助言や意見を述べるなど監査機能を十分

に発揮し、当社の企業統治の有効性に寄与しているものと考えております。 

当社は社外取締役を選任しておりませんが、コーポレート・ガバナンスにおいて重要である経営に対する

監視機能の客観性及び中立性の確保は、監査役会を構成する３名中の２名を社外監査役とすることで、外部

からの経営に対する監視機能は強化され、十分に機能する体制は整っていると考えております。 

⑤役員報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数  

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法  

当社の役員報酬等の決定に際しては、業績拡大と企業価値の向上に対する報奨として有効に機能するこ

とを目的に、同業種・同規模の企業と比較し、当社の業績に見合う水準と各役員の貢献度を勘案して、報

酬等の額を決定しております。 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円）  

報酬等の種類別の総額（千円）  対象となる 

役員の員数 

（人）  基本報酬 役員退職慰労引当金 

取締役 

（社外取締役を除く。） 
  35,129   35,129   － ４ 

監査役  

（社外監査役を除く。） 
 6,000   6,000   － １ 

社外役員    4,800   4,800   － ３ 
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⑥株式の保有状況 

投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額  

３銘柄   25,082千円  

⑦取締役の定数 

当社の取締役は、11名以内とする旨を定款で定めております。 

⑧取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

イ．取締役および監査役の損害賠償責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議に

よって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款で定めております。

これは、職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるようにするものであります。 

ロ．自己の株式の取得 

当社は、自己株式の取得については、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市

場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。これは、機動的に自己株

式の取得を行うことを目的とするものであります。 

ニ．中間配当 

当社は、会社法第454条第５項に定める中間配当の規定に基づき、「取締役会の決議によって、毎年９月

30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め、株主総会の決議によらず、取締役

会の決議で実施することができると定めております。これは、中間配当を、取締役会の権限とすることに

より、株主への機動的な利益還元を行うことを目的としたものであります。 

⑩株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定

めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

（前事業年度）  

該当事項はありません。 

（当事業年度）  

該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前事業年度） 

該当事項はありません。 

（当事業年度） 

該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

当社の監査公認会計士等の監査報酬の決定方針につきましては、監査日数、当社の規模、業務の特性等

を勘案し、決定しております。  

  

（２）【監査報酬の内容等】

前事業年度 当事業年度 

監査証明業務に基づく報酬 
（千円） 

非監査業務に基づく報酬
（千円） 

監査証明業務に基づく報酬
（千円） 

非監査業務に基づく報酬
（千円） 

   24,000    －    21,600    －
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１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31

日まで）の財務諸表について、霞が関監査法人により監査を受けております。 

   

３．連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、財務報告の信頼性を確保できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

また、経理部門において会計基準等の動向や変更等を解説した機関誌の定期購読とセミナーへの参加により、会計

基準の変更等について的確に対応できる体制を整備しております。  

第５【経理の状況】
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１【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 346,679 319,200

売掛金 262,470 123,947

商品及び製品 8,170 7,954

原材料及び貯蔵品 9,073 7,246

前渡金 1,969 32,761

前払費用 7,024 38,109

繰延税金資産 38,646 21,324

未収入金 45,516 －

その他 2,850 208

貸倒引当金 △30 △19

流動資産合計 722,370 550,732

固定資産   

有形固定資産   

建物 15,527 15,527

減価償却累計額 △241 △3,092

建物（純額） 15,285 12,435

工具、器具及び備品 29,767 46,006

減価償却累計額 △8,907 △18,942

工具、器具及び備品（純額） 20,860 27,063

リース資産 13,670 6,613

減価償却累計額 △9,945 △5,287

リース資産（純額） 3,724 1,326

有形固定資産合計 39,870 40,825

無形固定資産   

商標権 1,439 664

電話加入権 448 448

ソフトウエア 2,693 6,438

コンテンツ資産 － 22,388

無形固定資産合計 4,581 29,939

投資その他の資産   

投資有価証券 25,082 25,082

出資金 100 －

長期前払費用 31,410 20,241

長期未収入金 40,680 －

差入保証金 26,882 25,972

繰延税金資産 － 106

破産更生債権等 － 40,380

貸倒引当金 △31,930 △40,380

投資その他の資産合計 92,225 71,402

固定資産合計 136,677 142,167

資産合計 859,047 692,900
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 141,132 55,818

リース債務 2,458 1,097

未払金 53,220 20,582

未払費用 2,362 5,463

未払法人税等 2,192 3,101

未払消費税等 2,041 180

預り金 2,198 5,056

本社移転費用引当金 6,900 －

前受収益 － 46,475

流動負債合計 212,506 137,775

固定負債   

リース債務 1,277 179

退職給付引当金 13,925 11,538

役員退職慰労引当金 19,329 19,329

長期預り保証金 2,427 2,427

固定負債合計 36,958 33,474

負債合計 249,465 171,249

純資産の部   

株主資本   

資本金 568,883 568,883

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 58,054 △29,877

利益剰余金合計 58,054 △29,877

自己株式 △17,355 △17,355

株主資本合計 609,582 521,650

純資産合計 609,582 521,650

負債純資産合計 859,047 692,900
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

売上高 1,131,764 926,871

売上原価 688,104 566,797

売上総利益 443,660 360,073

販売費及び一般管理費 ※1  393,538 ※1  403,538

営業利益又は営業損失（△） 50,121 △43,464

営業外収益   

受取利息 156 108

その他 81 1

営業外収益合計 237 109

営業外費用   

支払利息 395 79

貸倒引当金繰入額 － 8,450

訴訟関連費用 － 3,430

営業外費用合計 395 11,959

経常利益又は経常損失（△） 49,963 △55,314

特別利益   

投資有価証券売却益 721 －

特別利益合計 721 －

特別損失   

減損損失 － ※2  12,036

貸倒引当金繰入額 8,750 －

固定資産臨時償却費 7,258 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,883 －

本社移転費用 ※3  12,265 ※3  1,076

本社移転費用引当金繰入額 6,900 －

特別損失合計 40,058 13,112

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 10,626 △68,426

法人税、住民税及び事業税 1,610 2,290

法人税等調整額 △14,153 17,215

法人税等合計 △12,543 19,505

当期純利益又は当期純損失（△） 23,169 △87,932
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（注）原価計算の方法 

個別原価法によっております。 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

【売上原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 商品売上原価                          

期首商品たな卸高    5,848        8,170      

当期商品仕入高    18,184        6,646      

計    24,033        14,817      

他勘定振替高 ※１  2,634        977      

期末商品たな卸高    8,170        7,954      

商品売上原価    13,228  1.9  5,885  1.0

Ⅱ 役務原価                          

労務費    82,862  12.0  86,530  15.3

外注費    87,270  12.7  123,929  21.9

経費 ※２  504,743  73.4  350,451  61.8

役務原価    674,876  98.2  560,912  99.0

当期売上原価    688,104  100.0  566,797  100.0

項目 前事業年度 当事業年度 

貯蔵品（千円）  2,634  977

項目 前事業年度 当事業年度 

情報使用料（千円）  396,276  203,992

版権料（千円）  44,214  37,179

減価償却費（千円）  16,959  9,673

通信費（千円）  23,697  30,528
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 568,883 568,883

当期末残高 568,883 568,883

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 34,884 58,054

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 23,169 △87,932

当期変動額合計 23,169 △87,932

当期末残高 58,054 △29,877

利益剰余金合計   

当期首残高 34,884 58,054

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 23,169 △87,932

当期変動額合計 23,169 △87,932

当期末残高 58,054 △29,877

自己株式   

当期首残高 △17,355 △17,355

当期末残高 △17,355 △17,355

株主資本合計   

当期首残高 586,413 609,582

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 23,169 △87,932

当期変動額合計 23,169 △87,932

当期末残高 609,582 521,650

純資産合計   

当期首残高 586,413 609,582

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 23,169 △87,932

当期変動額合計 23,169 △87,932

当期末残高 609,582 521,650
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 10,626 △68,426

減価償却費 29,953 22,567

投資有価証券売却損益（△は益） △721 －

本社移転費用 3,685 －

固定資産臨時償却費 7,258 －

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） 6,900 △6,900

減損損失 － 12,036

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,883 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,750 8,439

退職給付引当金の増減額（△は減少） △768 △2,387

受取利息及び受取配当金 △156 △108

支払利息 395 79

売上債権の増減額（△は増加） 16,928 138,523

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,554 2,043

仕入債務の増減額（△は減少） △18,620 △90,579

その他の流動資産の増減額（△は増加） △360 △18,241

前払費用の増減額（△は増加） 1,154 △31,675

長期未収入金の増減額（△は増加） － 300

長期前払費用の増減額（△は増加） 520 △4,876

その他の流動負債の増減額（△は減少） 46,612 △28,974

前受収益の増減額（△は減少） － 46,475

その他の固定負債の増減額（△は減少） △3,915 －

小計 109,572 △21,704

利息及び配当金の受取額 156 108

利息の支払額 △395 △79

法人税等の支払額 △942 △947

営業活動によるキャッシュ・フロー 108,390 △22,623

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △38,605 △16,238

無形固定資産の取得による支出 △3,132 △5,774

投資有価証券の売却による収入 721 －

事業譲受による支出 － ※2  △26,000

出資金の回収による収入 － 100

敷金及び保証金の差入による支出 △26,882 －

敷金及び保証金の回収による収入 － 45,516

投資活動によるキャッシュ・フロー △67,898 △2,397

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △9,379 △2,458

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,379 △2,458

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 31,112 △27,479

現金及び現金同等物の期首残高 315,567 346,679

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  346,679 ※1  319,200
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該当事項はありません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(1）商品及び製品 

先入先出法 

(2）原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ８年～18年 

工具、器具及び備品 ４年～15年 

(2）無形固定資産 

定額法 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

コンテンツ資産 

配信用に取得したコンテンツの版権等については、社内における利用可能期間（３年）に基づく

定額法によっております。 

(3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産債権更生等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）退職給付引当金 

当社は、給与制度の年俸制度移行により、平成21年３月31日をもって退職金制度を廃止いたしまし

た。これに伴い、制度廃止時の退職金支給規程に基づく自己都合による要支給額を計上しております。 

なお、当該退職金未払額は確定しておりますが、従業員の退職時に支給するため、「退職給付制度間

の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い（実務対応報告第２号）」を適用し、引き続き「退職給付

引当金」として計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員への退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく当事業年度末要支給額を

計上しております。 

なお、当社は平成18年５月22日開催の取締役会において、平成18年６月30日をもって役員退職慰労金

制度を廃止することを決議し、平成18年６月27日開催の定時株主総会において、同制度の廃止に伴う打

ち切り支給を行うことを決議しております。従いまして、廃止時における引当額は対象となる役員の退

職まで据え置き、平成18年７月以降の新たな引当は行っておりません。 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

【継続企業の前提に関する事項】

【重要な会計方針】
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６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

（キャッシュ・フロー計算書）  

前事業年度において、「営業活動によるキャッシュフロー」の「その他の流動資産の増減額」に含めておりま

した「前払費用の増減額」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この

表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度のキャッシュフロー計算書において、「営業活動によるキャッシュフロー」の「その他

流動資産の増減額」に表示していた794千円は、「前払費用の増減額」1,154千円、「その他流動資産の増減額」

△360千円として組み替えております。  

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月4日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

  

【表示方法の変更】

【追加情報】
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当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社りそな銀行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

   

 ※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。 

当社はキャッシュフローを生み出す最小単位として資産用途により、事業用資産については主に事業区分ごと

の部門単位に資産のグルーピングを行っております。 

モバイル事業の一部サービスにおいて、当初予定していた計画との乖離が発生し、当社が計上していた長期前

払費用（最低保証許諾料）について、今後の計画の見直しを実績に基づいて行った結果、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（12,036千円）として特別損失に計上しました。 

なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを５.０％で割り引い

て算定しております。 

   

※３ 本社移転費用の内容は次のとおりであります。 

  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

当座貸越極度額 千円 300,000 当座貸越極度額 千円 300,000

借入実行残高  ― 借入実行残高  ―

未実行残高  300,000 未実行残高  300,000

（損益計算書関係）

13 15

87 85

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

広告宣伝費 千円 43,241 千円 51,695

役員報酬  43,929  45,929

給料手当  135,505  141,286

法定福利費  21,109  23,809

支払報酬  29,038  27,398

減価償却費  12,993  12,893

支払地代家賃  36,894  23,266

場所 用途 種類 

東京都千代田区 モバイル事業 長期前払費用 

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

固定資産除却損 千円 3,427 千円 ―

仲介手数料  2,688  ―

業務委託費用  2,000  1,000

旧本社賃借料  1,380  ―

移転作業費用  755  ―

什器備品の購入  721  ―

移転諸経費  1,293  76

計  12,265  1,076
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

発行済株式                     

普通株式  37,500  ―  ―  37,500

合計  37,500  ―  ―  37,500

自己株式                     

普通株式  166  ―  ―  166

合計  166  ―  ―  166

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

発行済株式                     

普通株式  37,500  ―  ―  37,500

合計  37,500  ―  ―  37,500

自己株式                     

普通株式  166  ―  ―  166

合計  166  ―  ―  166
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※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、モバイル事業における営業用サーバー機器（「工具、器具及び備品」）であります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 346,679千円 319,200千円 

現金及び現金同等物 346,679  319,200  

※２ 当事業年度に事業の譲受けにより増加した資産の主な内訳は次のとおりであります。 

固定資産 26,000千円 

資産合計 26,000 

（リース取引関係）
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入れによる資金は調達して

おりません。また、投機的な取引及びデリバティブ取引を行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体（取引先企業）の財務状況の変動リスク

に晒されております。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、モバイルビジネス本部における営業グループが主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。  

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

 当社は、各部署からの報告に基づき経営管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。  

２．金融商品の時価等に関する事項  

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。 

  

前事業年度（平成23年３月31日） 

  

（金融商品関係）

  
貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金  346,679  346,679  －

(2）売掛金  262,470  262,470  －

(3）未収入金  45,516  45,516  －

(4) 差入保証金  26,882  20,634  △6,247

  資産計  681,548  675,301  △6,247

(1）買掛金  141,132  141,132  －

(2）未払金  53,220  53,220  －

  負債計  194,352  194,352  －
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 当事業年度（平成24年３月31日） 

(*)破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

 資  産 

(1）現金及び預金、(2)売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3)差入保証金 

差入保証金は本社の賃貸借契約に伴う敷金であります。時価については、将来の発生が予想される原状

回復費見込額を控除したものに対し、賃貸借契約の終了期間を考慮した敷金の返還予定時期に基づき、合

理的な利率で割り引いた現在価値によっております。  

(4)破産更生債権等 

破産更生債権等については、個別に回収不能見込額に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は

決算日における貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額と同額であり、当該価額をもって時価とし

ております。 

負  債 

(1)買掛金、(2)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  

投資有価証券（その他有価証券）である非上場株式ついては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上記明

細表には含めておりません。 

  

  

  

  

貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金  319,200  319,200  －

(2）売掛金  123,947  123,947  －

(3）差入保証金  25,972  21,079  △4,892

(4）破産更生債権等  40,380   

貸倒引当金(*)   △40,380  －  －

   －  －  －

  資産計  469,119  464,226  △4,892

(1）買掛金  55,818  55,818  －

(2）未払金  20,582  20,582  －

  負債計  76,401  76,401  －

  （単位：千円）

区分
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

非上場株式  25,082  25,082
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成23年３月31日） 

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

（注）破産更生債権等は、回収時期を合理的に見込むことができないため記載しておりません。 

  

  
１年以内
  (千円）  

１年超
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超
 (千円） 

現金及び預金  346,679  －  －  －

売掛金  262,470  －  －  －

未収入金  45,516  －  －  －

合計  654,666  －  －  －

  
１年以内
  (千円）  

１年超
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超
 (千円） 

現金及び預金  319,200  －  －  －

売掛金  123,947  －  －  －

合計  443,147  －  －  －
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前事業年度（平成23年３月31日現在） 

１．その他有価証券 

非上場株式（貸借対照表計上額 25,082千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

３．減損処理を行った有価証券 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成24年３月31日現在） 

１．その他有価証券 

非上場株式（貸借対照表計上額 25,082千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

３．減損処理を行った有価証券 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

採用している退職給付制度の概要 

当社は退職金支給規程に基づく退職一時金を採用しておりましたが、給与制度の年俸制移行により、平成

21年３月31日をもって退職金制度を廃止いたしました。これに伴い、制度廃止時の退職金支給規程に基づく

自己都合による要支給額を計上しております。 

なお、当該退職金未払額は確定しておりますが、従業員の退職時に支給するため、「退職給付制度間の移

行等の会計処理に関する実務上の取扱い（実務対応報告第２号）」を適用し、引き続き「退職給付引当金」

として計上しております。  

（有価証券関係）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

債券（その他）  721  721  －

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）
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該当事項はありません。  

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

  
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は従来の40.7％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降

に解消が見込まれる一時差異等については35.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額は1,511千円減少し、法人税等調整額は1,511千円増加しております。 

  

該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

  
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産  
貸倒引当金 千円 12,992  千円 14,391
無形固定資産償却超過額  69,025   57,469
投資有価証券評価損  1,220   1,068
保証金償却  2,854   308
減損損失  ―   4,289
未払事業税  508   310
本社移転費用引当金  2,807   ―
退職給付引当金  5,666   4,118
役員退職慰労引当金  7,865   6,888
繰越欠損金  397,794   375,424
その他  240   1,895

繰延税金資産小計  500,976   466,166
評価性引当額  △462,329   △444,735
繰延税金資産の純額  38,646   21,430

  
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.69  税引前当期純損失が計
上されているため、記
載しておりません。 

（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目  21.29  
住民税均等割  8.94    
過年度法人税等  6.21       
評価性引当額   △195.22       
その他  0.06       

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △118.04       

（持分法損益等）
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取得による企業結合（事業譲受） 

１．企業結合の概要 

(1) 相手企業の名称及び取得した事業の内容 

相手企業の名称     株式会社ワークジャム 

取得した事業の内容   ソーシャルゲーム事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

当社はSNSプラットフォーム向けのソーシャルゲーム事業の拡大にも注力しており、本事業譲受

けにより、同事業のサービスラインナップの充実化、ならびに新たなビジネスや付加価値の創出

が見込めると判断したためです。 

(3) 企業結合日 

平成23年11月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

事業の譲受け 

２．財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

平成23年11月１日から平成24年３月31日 

３．取得した事業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

該当事項はありません。 

５．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別の

加重平均償却期間 

 （1）無形固定資産に配分された金額 

 26,000千円  

 （2）主な種類別の内訳 

 コンテンツ資産 26,000千円 

 （3）全体及び主要な種類別の加重平均償却期間 

 コンテンツ資産 ３年 

６．企業結合が当事業年度開始日に完了したと仮定した場合における当事業年度に係る損益計算書に及ぼ

す影響額の概算額 

金額的影響を算定することが困難なため、影響の概算額を記載しておりません。 

  

（企業結合等関係）

取得の対価 千円 25,000

取得に直接要した費用 千円 1,000

取得原価 千円 26,000
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資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ  当該資産除去債務の概要 

当社は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有

しております。当該賃借建物に係る有形固定資産に関連する資産除去債務については、資産除去債務の負

債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当

期の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。 

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法 

当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額の算定にあたっては、過去の移転・退去の実績

をもとに使用見込期間を６年と見積っております。  

ハ  当該資産除去債務の総額の増減 

（注） 前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３

月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。 

   

（資産除去債務関係）

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

期首残高（注） 千円 7,866 千円 5,460

有形固定資産の取得に伴う増加額    5,460  ―

資産除去債務の履行による減少額  7,866  ―

その他増減額（△は減少）  ―  △909

期末残高  5,460  4,550
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、情報サービスの事業内容に基づき包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従いまして、当社は、情報サービスの事業内容を基礎としたセグメントから構成されており、「モバイ

ル事業」、「その他事業」の２つを報告セグメントに分類しております。 

「モバイル事業」は、携帯電話用コンテンツやSNS向けコンテンツ等の開発・運営と、これらコンテンツ

に関連したユーザー向けサービスの運営を行っております。 

「その他事業」は、「モバイル事業」の分類に属さないＰＣ用オンラインゲームの運営を行っておりま

す。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。報

告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

当社は、モバイル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（注）１．調整額は、以下の通りであります。 

(1)セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△174,215千円は、主に管理部門に係る人

件費及び経費であります。 

(2)セグメント資産の調整額393,143千円は、各セグメントに配分していない全社資産であり、主

に現金及び預金、投資有価証券、差入保証金であります。 

(3)減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る減価償却費であります。 

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に

係る無形固定資産の増加額であります。 

２．セグメント損益は、損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

３．セグメント負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

   （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

財務諸表
計上額 
（注）２ モバイル事業 その他事業 計

売上高           

外部顧客への売上高  919,237  7,633  926,871  －  926,871

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －  －  －

計  919,237  7,633  926,871  －  926,871

セグメント利益又はセグメント

損失（△） 
 157,910  △27,159  130,750  △174,215  △43,464

セグメント資産 （注）３  284,655  15,100  299,756  393,143  692,900

その他の項目  

減価償却費  21,338  1,190  22,529  38  22,567

特別損失  

（減損損失） (12,036)  － (12,036)  － (12,036)

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 40,656  7,142  47,799  214  48,013
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４．報告セグメントの変更に関する事項 

当社は、従来単一セグメントとしておりましたが、当事業年度より当社の取締役会にて、ＰＣ用オンラ

インゲーム事業をトライアルとして実施すべく、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため定期的に

検討を行う対象としたことで、報告セグメントを「モバイル事業」と「その他事業」に区分変更しており

ます。 

なお、当該変更を反映した前事業年度の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、負債そ

の他の項目の金額に関する情報は、以下のとおりであります。 

（注）１．調整額は、以下の通りであります。 

(1)セグメント利益の調整額△172,117千円は、主に管理部門に係る人件費及び経費であります。 

(2)セグメント資産の調整額487,605千円は、各セグメントに配分していない全社資産であり、主

に現金及び預金、投資有価証券、差入保証金であります。 

(3)減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る減価償却費であります。 

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。 

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、主要な顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが

ないため、記載を省略しております。 

  

   （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

財務諸表
計上額 
（注）２ モバイル事業 その他事業 計

売上高                

外部顧客への売上高  1,131,764  －  1,131,764  －  1,131,764

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －  －  －

計  1,131,764  －  1,131,764  －  1,131,764

セグメント利益  222,238  －  222,238  △172,117  50,121

セグメント資産 （注）３  371,442  －  371,442  487,605  859,047

その他の項目  

減価償却費   29,502  －  29,502  450  29,953

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 59,355  －  59,355  －  59,355

【関連情報】
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当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

   

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

   

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。   

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。   

  

  （単位：千円）

  モバイル事業 その他事業 合計 

外部顧客への売上高  919,237  7,633  926,871

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社北電子  155,737 モバイル事業 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  （単位：千円）

  モバイル事業  その他事業 全社・消去 合計

減損損失  12,036 －  －  12,036

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報  

Cykan Holdings Co.,Ltd.（非上場） 

株式会社サイカン（非上場） 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報  

Cykan Holdings Co.,Ltd.（非上場） 

株式会社サイカン（非上場） 

  

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

【関連当事者情報】

（１株当たり情報）

  
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 16,327.82 円 13,972.53

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△） 
円 620.60 円 △2,355.29

  
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）（千円）  23,169  △87,932

普通株主に帰属しない金額（千円）  ─  ─

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（千円） 
 23,169  △87,932

期中平均株式数（株）  37,334  37,334

（重要な後発事象）
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 【株式】 

  

（注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりです。 

①工具、器具及び備品の増加額は、サーバー機材14,979千円とオフィス什器備品1,258千円の購入によるもの

です。 

②リース資産の減少額7,056千円は、償却の終了によるものです。 

③コンテンツ資産の増加額は、ソーシャルゲームの版権等26,000千円を事業譲受したことによるものです。 

④長期前払費用の減少額は、主に最低保証許諾料の減損損失12,036千円によるものです。  

２．当期減少額のうち（ ）内は内書で減損損失の計上額であります。 

  

該当事項はありません。 

  

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

    銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱パック・エックス  168  25,032

プレモ㈱  1  50

ORGANIC HOBBY INC.  24  0

計  193  25,082

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 当期首残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物  15,527  ─  ─  15,527  3,092  2,850  12,435

工具、器具及び備品       29,767  16,238  ─  46,006  18,942  10,034  27,063

リース資産  13,670  ─      7,056  6,613  5,287  2,398  1,326

有形固定資産計  58,965  16,238  7,056  68,147  27,322  15,284  40,825

無形固定資産               

商標権  7,749  ─  ─  7,749  7,084  774  664

電話加入権  448  ─  ─  448  ─  ─  448

ソフトウエア  8,601  5,774       ─  14,376  7,937  2,030  6,438

コンテンツ資産      ─  26,000       ─  26,000  3,611  3,611  22,388

無形固定資産計  16,798  31,774  ─  48,573  18,633  6,416  29,939

長期前払費用  31,410  6,555  17,724  20,241  ─  ─  20,241

              (12,036)                        

【社債明細表】
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（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。   

  

（注）貸倒引当金の当期減少額のその他は洗替によるものであります。   

       

該当事項はありません。  

  

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

 １年以内に返済予定のリース債務  2,458  1,097  － －  

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  1,277  179  － 平成25年  

合計  3,735  1,277  － － 

  
１年超２年以内 

 （千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

 リース債務  179  －  －  －

【引当金明細表】

区分 
当期首残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

貸倒引当金  31,960  8,450  ─  10  40,400

本社移転費用引当金  6,900  ─  6,900  ─  ─

役員退職慰労引当金  19,329  ─  ─  ─  19,329

【資産除去債務明細表】
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① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ．商品及び製品 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（千円） 

現金  148

預金      

普通預金  69,051

定期預金  250,000

小計  319,051

合計  319,200

相手先 金額（千円） 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ  44,936

ＫＤＤＩ株式会社  34,996

グリー株式会社  10,441

株式会社ディー・エヌ・エー  9,683

ソフトバンクモバイル株式会社  5,299

その他  18,589

合計  123,947

当期首残高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

 262,470  867,886  1,006,409  123,947  89.0   日 81

品目 金額（千円） 

遊技機メーカー販促物商品  7,521

出玉サーバー機材  293

その他  139

合計  7,954
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ニ．原材料及び貯蔵品 

ホ．前払費用 

へ．破産更生債権等  

  

 ② 流動負債  

イ．買掛金 

ロ．前受収益 

                           

品目 金額（千円） 

販促物貯蔵品  7,227

その他  19

合計  7,246

相手先 金額（千円） 

株式会社ボールド  15,900

株式会社ノース・スターズ・ピクチャーズ  7,350

株式会社ドラス  4,725

株式会社講談社  3,500

日土地ビルサービス株式会社  2,567

その他  4,066

合計  38,109

相手先 金額（千円） 

株式会社サーゴ・インターナショナル  34,700

オーガニック株式会社  5,680

合計  40,380

相手先 金額（千円） 

株式会社テクノメディアラボ  10,954

トミオ株式会社  7,959

株式会社アートスケープ  6,699

社団法人日本音楽著作権協会  5,874

株式会社オリンピア  4,350

その他  19,980

合計  55,818

相手先 金額（千円） 

株式会社北電子  46,475

合計  46,475
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① 当事業年度における四半期情報等 

  

   

② 決算日後状況 

特記事項はありません。 

  

③ 重要な係争事件の解決 

当社は、株式会社サーゴ・インターナショナルに対し、「宇宙戦艦ヤマト復活篇」の公認WEBサイトの運営

に関する許諾契約について、債務不履行による35,000千円のロイヤリティ返還請求の訴えを、平成21年11月

18日に東京地方裁判所に提起し、平成23年11月７日に和解が成立いたしました。その後、当該債権の一部は

返済されましたが、和解条項に基づく返済が履行されず回収の長期化が懸念されることから、貸倒引当金

8,450千円を追加計上し、当該債権の全額について貸倒引当金を設定いたしました。 

  

（３）【その他】

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円）  267,420  521,708  733,670  926,871

税引前四半期純利益金額又は

税引前当期純損失金額（△）

（千円） 

 4,777  13,661  2,516  △68,426

四半期純利益金額又は当期純

損失金額（△）（千円） 
 4,540  13,186  798  △87,932

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）（円） 

 121.61  353.22  21.40  △2,355.29

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 121.61  231.61  △331.81  △2,376.69
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 ─ 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、Cykan Holdings Co.,Ltd.、株式会社サイカン

であります。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第20期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）平成23年６月29日関東財務局長に提出 

(2）内部統制報告書及びその添付書類 

平成23年６月29日関東財務局長に提出 

(3）四半期報告書及び確認書 

（第21期第１四半期）（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）平成23年８月11日関東財務局長に提出 

（第21期第２四半期）（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提出 

（第21期第３四半期）（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日）平成24年２月14日関東財務局長に提出 

(4）四半期報告書の訂正報告書及び確認書 

平成24年６月20日関東財務局長に提出 

（第21期第２四半期）（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。  

(5）臨時報告書 

平成23年６月29日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基づく臨時報告書

であります。 

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコムシード株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コムシー

ド株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

      平成24年6月27日 

コムシード株式会社       

  取締役会 御中   

  霞が関監査法人   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 小林 和夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 渡邊  誠  印 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コムシード株式会社の平成24

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、コムシード株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年６月27日 

【会社名】 コムシード株式会社 

【英訳名】 CommSeed Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 坂入 万弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田駿河台三丁目２番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社名古屋証券取引所  

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 
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 当社代表取締役坂入万弘は、当社の第21期（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）の有価証券報告書の記載

内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年６月27日 

【会社名】 コムシード株式会社 

【英訳名】 CommSeed Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 坂入 万弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田駿河台三丁目２番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目8番20号） 
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    代表取締役社長坂入万弘は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会

の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を

整備及び運用している。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には

防止又は発見することができない可能性がある。  

  

    財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成24年3月31日を基準日として行われており、評価に

当っては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。 

   本評価においては、財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った上で、その

結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価においては、選定された業

務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点につ

いて整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。  

   財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定し

た。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、全社的な内

部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。  

    業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、連結子会社等が存在しないため、当社を評価対象の事業拠点

とした。事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金、売上原価に至る業務

プロセスを評価の対象とした。さらに、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に

係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを、財務報告への影響を勘案

し重要性の大きい業務プロセスとして、評価の対象に追加している。  

    

     上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。  

   

    該当事項なし。  

   

 該当事項なし。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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